
 

 
 

 

 

 

 

第  県民参加 県づく の推進 

～多様 主体 の連携・協働 地域の力の結集～ 
 
 

 

 

 
 

 県 市町村 の連携・協働 重点  

地方創生 向けた県 市 連携 協働 

県 市 連携 協働 推進 新  

総合支庁 連携支援室 市 連携 支援  

推進 新  

課 や情報 共有 検討や協議を進 仕組 く 新  

 

 

 

 

 
 
 

市 自主的 行 運営へ 支援 

広域連携 推進   

* 事務処理 共同化 定住自立圏 連携中枢都市圏等へ 助言 支援 

事務 権限移譲 推進 

市 創意工夫 施策展開へ 支援 

山形市 中核市移行 向けた支援 移行予定：H31.4  新  

     * 移譲事務 係 滑 事務引続 研修等 

 

 

 

 
 
 

 県民・ ・企業・大学等との連携・協働 

県民 NPO 等 連携 協働  

県民 NPO 等 連携 協働 推進  
NPO 等 活動基盤 充実 強化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業 大学等 連携 協働 

 企業等 連携 協働 推進 

 大学等 連携 協働 推進 

 

地域 多様 主体 河川等 維持管理 

    * 地域住民 企業等 行う河川 道路 海岸 係 環境保全 清掃美化活動 推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 民間活力の活用 

民間移譲 ＜ 言通知＞  

    * 公 施設 係 民間移譲 検討 

 

民間委託 ＜ 言通知＞  

    * 民間等委託推進方針 基 協働 視点 立 た 

アウトソ ン 推進 

    

指定管理者 度 ＜ 言通知＞  

    * 公 施設 おけ 指定管理者制度 活用可能性 検討 

 

地方独立行 法人 度 ＜ 言通知＞  

    * 地方独立行政法人 係 目標 管理 評価   

適切 実施  

 

公民連携 PPP 民間資金等 活用 公共施設等 整備等 PFI  

   * 公共施設整備等 際 優先的 検討 H29.3 優先的検討方針策定予定  ＜ 言通知＞ 
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社会経済情勢 変化や多様化 県民ニ 的確 対応 や た創生 を 

力強く推進 いくた 市 を 県民 企業 大学等 多様 主体 連携

協働を進 地域 力を結集 た県民参加 県 く を推進  

主 目標指標  

●  県 市 連携 協働を推進 方針  
  方針策定 H29  

 ポイント   

◆  地方創生 格展開

を踏 え 県 市

連携を一層推進 

◆  地域課 解決 向け

総合支庁 連携支援室

市 連携 支援

を一層推進 

◆  山形市 中核市移行へ  

支援 H31.4 予定  

主 目標指標  

● 連携中枢都市圏 形成数   1 圏域 H31  

主 目標指標  

● 県民 ン 活動参加率   32.2% H28     40.0％ H32  
●  や た社会 献基金 成 累計  358 百万 ～H27     459 百万 ～H32  
●  県 NPO 等 協働事業数      154 事業 H28    170 事業 H32  

主 目標指標  

● ふ さ 川愛護活動支援事業活動団体数   483 団体 H27    500 団体 H32  
 ● ロ サ 録団体数    494 団体 H27    520 団体 H32  

主 目標指標  

● 地方行 サ ビス改革 組状況等 総務省公表 け 調査 象業務 い  
全部委託 又 一部委託      100％を維持 ～H32  

● 公 施設 指定管理者 度 入率  79.8％ H28    82.0％ H32  

※政府 助言通知  

地方行政サ ビ

改革 推進 係 留意

事項 い H27.8

総務大臣通知 基

民間活力 活用を

推進

民間委託 実施状況

や指定管理者 導入

状況等 い 県

ム 公表  

 

資料 －  



 

 
 

 

 

 

 

第  県民視点 立った県政運営の推進 

～情報発信力の強化 透明性の向上～ 
 
 

 

 

 

 
 

 県内外への積極的 情報発信 重点  

県 外へ 情報 信力 強化 

戦略的 情報 信 展開 新  

  * 情報発信 係 基本指針 策定 

全庁的 推進体制 整備 部局を 
横断 調整会議 設置等  

職員一人ひ 広報パ ソン  
意識向上 等を推進 

効果的 情報 信 推進 

  * 様々 広報媒体 活用等を推進 
 

 

 

 

 

 

 県民との対話を重視した県政運営 

県民 話重視 県民 声 的確 把握  

県民 話 推進 

  * 県民各層 地域住民 若者 高齢者 各種団体 ル プ等 直接対話を推進 

県民 声 把握 組織全体 共有  意見公募 ッ コ ン 推進 

民参 推進           審議会等委員 幅広い選任 
 

 

 

 

 

 県政運営の透明性の確保 

情報公開 情報開  ＜ 言通知＞  

情報公開 推進    公共 タ 民間開 ン タ 推進 新  

公共事業評価 推進 

 

 

 

 
 

統一的 公会計 整備 公表 ＜ 言通知＞  

* 統一的 基準 財務諸表 作成 公表 H29～  新  

    新た 財務諸表 活用方策 検討 活用  
  

 

 県民の期待に応える信頼性の高い県政運営 

法 遵守等 徹底  

県民 信頼確保 向けた公務員倫理 徹底    

確実 適正 事務執行 確保 

情報資産 適正 管理 新          

個人情報保護 度 適正 運用 

暴力団排除 徹底 

 

県 推進 向けた PDCA サ 実施 
* 総合発展計 を推進 た 各部局長等 主体的 部局運営を中心  

全庁横断的 取組 を効果的 効率的 推進 PDCA サイ ルを実施  
 

業務効率化 推進 県民利便性 向  ＜ 言通知＞  

業務 ロセス 再構築 BPR 情報通信技術 ICT 活用等 業務 見直し  

事務手 簡素化 県民利便性 向  

情報シス 全体最適化  

公共事業支援統合情報シス CALS／EC 推進  

 
 

 

 
 
 
 

公共調 度 改善  

建設工事等 入 契約 度 改善  物品購入等 地元調 運動 推進 

 

 

 

 

 

地方 権改革 動 を踏 えた施策 推進  

条例 定権 拡大 伴う適 応   国 地方へ 権限移譲 推進 

 
 

 県民の 全・ 心を る危機管理機能の充実 

事前防災 減災等 た 多様 主体 連携 協働  

市 連携 協働 推進         NPO 企業等 連携 協働 推進  
広域連携 推進  

 

機 応力 強化  
県 業務 計 BCP 策定等   職員 機管理能力 向  
災害時等 け 効果的 情報 信  

 

 

 

 

県民 県政へ 信頼 理解を深 山形 魅力を 広く知 うた 県 外へ 情報

発信力 強化を図 た 県民 対話や県政運営 透明性確保 向けた情報公開等 取組

を推進 法令遵守等 徹底や業務 効率化 県民利便性 向上 危機管理機能   

充実等を図 県民 期待 応え 県民視点 立 た県政運営を推進  

主 目標指標  

●  情報 信 基 指針       基 指針 ン 策定 H29  
●  県 情報 信向 評価 県 ン 調査等  

H29 実施     昇 H32  

主 目標指標  

● 知事 訪問    年間 20 件  
● 女性委員 審議会等 用率 51.4％ H27    50％ を維持 ～H32  

主 目標指標  

● や た e 申請 利用件数  8,589 件 H27    12,000 件 H32  

● 基盤統合や ウ サ ビス 活用 情報シス 運用コス  

  H27 年度比  3 割削減 H32  

主 目標指標  

● 地元調 率 10 万 物品 250 万 物 100 万 業務委託  
     い 95％ を維持 ～H32  

主 目標指標  
● 機管理 ニュ 訓練実施率  88％ H27    100％ H32  
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主 目標指標  

● 山形県 ン タ タロ 公開 タセッ 数  
  37 セッ H28    150 セッ H32  

※統一的 公会計 

総務省 示した

固定資産台帳の

整備 複式簿記
の導入を前提

した 統一的 基

準 基 財
務書類を作成

公表 

※情報資産の適正管理 

  県保有の ソコンや情報 テ 及

扱情報 い 、情報セキュ テ  
基 適正管理 

 ポイント   

◆  県 へ 理解を 県民向け 情報 信  
  山形 魅力を 広く知 う 国 外

県 外向け 情報 信を推進 

* け手 の視 点 立 た情 報 発信 を進 め、 
行 政の 質 を向  

* 県の情報発信の 組み 関す 評価や成果 
本 県の認知 度向 等 を把 握 活用   



 

 
 

 

 

 

 

第  自主性・自立性の高い県政運営を支え 基盤づく  

～限 た行財政資源 最大効果の発揮～ 
 
 

 

 

 
 

 県民のための県庁づく  

責任感を持 自 考え行動 意欲あふ 人 く  

職員 意識や組織風土 改革 

  * 職員 一人 県民 視 点 、 対 話 重視 、 現 場 主義 の基 本的 姿 勢 を徹底  

多様 人 育成方策 実施 

 

職員 能力を最大限 引 出 人 活用 

職員 士気を高 人 活用 働 や い職場 く  

ワ ンス 一層 推進 

  * 「ワ ク フ ン 推 進 本 部 の 、職 員の意 識改 革 や職 場環 境 の整 備 を推進  

女性職員等 活躍 場 更 拡大 

 

 

 

 

 

 

 

簡素 効率的 組織機構 実現 

新た 行 課 等 的確 応 組織体 整備 

地域課 的確 応 た 総合支庁 体 整備 

必要 県民サ ビスを確保し いくた 組織体 や組織運営 あ 方 検討 

効率的 事務処理体 を目指した不断 見直し 

 

 持続可能 財政基盤の確立 

歳入 確保 

県税収入 確保  未収金 策 推進  益者 担 適正化  多様 源 確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出 見直し 

徹底した歳出 見直し 一層 選択 集中 

人件費 適正管理 定員管理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全 運営 

中期展望 作成 

調整基金 崩し 抑 県債残高 減少 

将来 税収増 歳出減 施策 推進 

 

 

 

 

 

県有 産 総合的 管理運用 ＜ 言通知＞ 

県有施設 長 命化 維持管理コス 減 

県有 産 有効活用 

県有 産 総量縮  

 

 

 

 

 

地方公営企業 け 経営改善 ＜ 言通知＞ 

企業局 け 経営改善 推進  

病院事業局 け 経営改善 推進  

流域 水 事業へ 公営企業会計 適用 新  

 

 

 

 

 

 

 

公社等 見直し ＜ 言通知＞ 

総点検 実施 新  

公社等見直し計 不断 見直し 

 

 

 

 

 

や た創生 向け 限 た行財政資源 最大効果を発揮 自主性 自立性    

高い県政運営を推進 た そ を支え 人 育成や 簡素 効率的 組織機構 構築を進

持続可能 財政基盤を確立  

主 目標指標  

● 男性職員 妻 出産時 子育 休暇 育児参加休暇 得率 知事部局  
     45.2％ H27    全員 得 H32  
● 管理職 課長 占 女性職員 割合 知事部局  
     10.1％ H28    15％ H32  

主 目標指標  

●  事務事業 見直し 改善  
経費削減      80 億 H29～H32 累計  

   削減事務量   8 万時間 H29～H32 累計  
●  県 光熱水使用量等 削減  

H25 を基準年度 した H32 目標  
   電気  7％ 水  7％ 用 類  7％ 廃棄物  7％  等  

主 目標指標  

●  臨時 策債 補正予算債を除いた県債残高 

  ン期間中 け 減少 

主 目標指標  

●  県税徴収率 現年度課税        99.6％ H27    99.7％ H32  
        滞納繰越 を含 た現滞計 98.4％ H27    98.5％ H32  
●  未収金残高 36.9 億 H27           毎年度減少  
●  県有 産 売却 有効活用 歳入    12 億 H29～H32 累計  

主 目標指標  

●  一般 産施設 タ コス 県民 1 人当た 担    H25 H32  

●  県有 産 売却･有効活用 歳入   12 億 H29～H32 累計 再掲  

主 目標指標  

●  企業局全体 経常収支    黒字  

  企業局 電気事業会計 一般会計へ 繰出し   50 億 H29～H32 累計  
●  県立病院全体 経常収支   黒字化 実現 

●  流域 水 事業へ 公営企業会計 適用   適用 H32  

主 目標指標  

●  累積損失 あ 公社等 割合  15％ H28    10％ H32  

 ポイント   

◆  定員管理 い こ
組 を後退さ 効率

化 姿勢を維持 

こ 行 改革 組
を後退さ こ く …   
定員管理 い ス
ッ ン ビ を基

新た 行 課 し
見直し 生 出した 

人員を必要性を厳選 うえ 
配置し 応 こ し  
限 た人 資源を 選択
集中 有効 活用  

文抜粋  

◆  県債残高 い 今後
社会資 整備や産業振興

必要性 留意し
ン期間中 い  

実質 担 減少を推進 
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* 県有財産総合管理 ファ テ  

ネ ント 基本方針 基 、

経営的 視点 総合的 管理運用 


